
厚生労働省発政統 0324 第４号 

令 和 ４ 年 ３ 月 2 4 日

統計委員会委員長 

椿    広 計   殿 

厚生労働大臣 

後 藤  茂 之 

諮問第 161 号 

賃金構造基本統計調査に係る匿名データの作成について（諮問） 

  標記について、別紙のとおり作成するに当たり、統計法（平成 19 年法律第 53 号）

第 35 条第２項の規定に基づき、統計委員会の意見を求める。 



別 紙 

 

諮問の概要 

（賃金構造基本統計調査に係る匿名データの作成について） 

 

 今回、厚生労働省では、賃金構造基本統計調査について、統計法（平成 19 年

法律第 53 号）第 35 条第１項の規定に基づき、以下のとおり匿名データの作成

を行うことを計画しているところである。 

 

１ 賃金構造基本統計調査について 

  本調査は、主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を労働者

の雇用形態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明

らかにするものである。 

 

２ 匿名データの作成方法の概要 

  「匿名データの作成・提供に関するガイドライン」（平成 21 年２月 17 日総

務省政策統括官（統計基準担当）決定）の匿名化処理基準に準拠しつつ、本調

査の特徴を踏まえ、所要の匿名化処理を講じる。匿名化処理基準は、平成 30

年賃金構造基本統計調査を基に作成し、作成する他の年次（平成27年～29年、

令和元年）については、これに準じて作成するものとする（別添１参照）。 

 

３ 匿名データの種類 

  個人票に事業所票の情報を付与して作成する。 

 

４ その他 

 匿名データの作成方法については、「匿名データの作成・提供に関するガイ

ドライン」等を踏まえ、総務省統計研究研修所による検証を実施（別添２参照）。 
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別添一覧 
 
 別添１ 賃金構造基本統計調査 匿名データの作成方針 
 
 別添２ 賃金構造基本統計調査 匿名データの審査表 
 
 別添３ 賃金構造基本統計調査 調査の概要 
 
 別添４-１ 賃金構造基本統計調査 調査票様式（個人票） 
 
 別添４-２ 賃金構造基本統計調査 調査票様式（事業所票） 
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 賃金構造基本統計調査 匿名データの作成方針 

 

１ 基本的な考え方 

本調査の匿名データ化については、「匿名データの作成・提供に係るガイドライン」

（平成 21 年 2 月 17 日総務省政策統括官（統計基準担当）決定）の匿名化処理基準に

準拠しつつ、本調査の特徴を踏まえ、所要の匿名化処理を講じる。 

なお、匿名化処理基準は、平成 30 年賃金構造基本統計調査を基に作成し、作成する

他の年次（平成 27 年～29 年、令和元年）については、これに準じて作成するものと

する。 

 

２ 作成するデータの構成概要 

賃金構造基本統計調査の個人票の労働者をレコードとし、当該労働者が属する事業

所の情報を付加し、以下の匿名データを作成する。 

 

（平成 30 年の場合） 

 

調査本体の標本の大きさ リサンプリング率 匿名データの標本の大きさ 

約 130 万人 

（約 5.7 万事業所） 

約 40％ 約 52 万人 

※ 括弧内は、事業所数 

 

３ 適用する匿名化処理 

 本調査では、調査票情報に対して、以下の匿名化処理を適用する。 

（１）リサンプリング 

リサンプリングは、労働者を等間隔抽出し、抽出率が約 40％となるようにする。 

（２）識別情報 

以下の匿名化処理を講じるほか、出現数が少なく個体識別リスクが高いレコード

は削除する（詳細は、「匿名データの審査表」を参照）。 

 

ア 地域情報の削除 

 他の項目（産業大分類等）との組み合わせにおいて、度数が少なく特定のリス    

クが高いことから削除する。 

 

イ 事業所一連番号の削除 

同一事業所の労働者であることが特定できることから削除する。 

 

ウ 産業大分類「Ｃ：鉱業、採石業、砂利採取業」に属する労働者の削除 

事業所数が少ないため削除する。 

 

エ 初任給額及び採用人員の削除 

 採用情報の情報と結びつけることで、事業所の特定につながるため削除する。 

 （他の個人項目から算出する方法を提示） 

 

別添１
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オ 公営の事業所の削除 

事業所数が少ないため削除する。 

 

カ 労働者が限定されている項目の提供不可 

産業分類及び事業所規模により記入する労働者が限定されている項目は提供し

ない。 

          

キ 集計用乗率（復元倍率） 

事業所抽出率に労働者抽出率を乗じたものを提供することとするが、事業所  

規模の大きな事業所については、一部再付与する。 

 

ク その他 

これら以外にも、個体識別リスクの低減のため、レコードの削除、トップ又は

ボトムコーディング、リコーディング、乱数によるレコード順の並び変え等、必

要な措置を行う。 

また、トップ又はボトムコーディングに当たっては、利用者の利便性を考慮

し、実際の結果との乖離を最小限にするとともに、統計調査の本体集計の結果表

章に用いられる分類を参考とする（しきい値 0.5％）。 

更に、匿名データの作成・確認表を作成する際に、組み合わせ等により個体識別

リスクが高いレコードが出現した場合は、今回追加する匿名化処理基準に準じ、削

除等の匿名化処理を行う。 
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賃金構造基本統計調査　匿名データの審査表

統計調査名

匿名化処理の内容 変更理由・備考
検証結果

（統計研究研修所
記入欄）

リサンプリング ○

しきい値 ○

データの並び替え ○

調査対象の個体識別情報の匿名化 ○

攪乱処理 ○

集計用乗率 ○

地域情報 ○

提供項目等〔事業所票〕

都道府県番号 × ○
事業所一連番号 × ○

（事業所の）産業分類番号 ▲ レコード削除
・「Ｃ：鉱業，採石業，砂利採
取業」は削除

○

(1) 事業所の名称及び所在地（連絡先・担当者） × ○
(2) 主要な生産品の名称及び事業の内容 × ○
(3) 事業所の雇用形態別労働者数 ―

① 事業所の常用労働者数 ―
正社員・正職員（男女別） × ○
正社員・正職員以外（男女別） × ○
常用労働者計 × ○

抽出率 × ○
正社員・正職員（男女別） × ○
正社員・正職員以外（男女別） × ○
抽出労働者計 × ○

② 事業所の臨時労働者数 ―
臨時労働者数 × ○
抽出率 × ○
抽出労働者数 × ○

(4) 企業全体の常用労働者数 ▲ グルーピング ・７区分で提供 ○

(5) 新規学卒者の初任給額及び採用人員 ―
① 事業所における新規学卒者の初任給額及び採用人員 ―

初任給額（学歴別男女別） × ○
採用人員（学歴別男女別） × ○

② 初任給額の確定状況 × ○
【

加
工
項
目

】

復元倍率 ▲ 再付与する ・一部の事業所が対象 ○

匿名化処理基準
（ベース年次：平成30年）

・労働者を等間隔抽出
・抽出率は、約40％

・0.5％

・労働者をランダムに並び替え

・事業所一連番号の削除
・事業所の産業大分類のうち、事業所数が少な
い「Ｃ：鉱業，採石業，砂利採取業」に属する労
働者を削除
・初任給額、採用人員の削除
・労働者数の多い事業所のうち、同じ産業大分
類において、同値の復元倍率を持つ事業数が
少ない場合は、復元倍率を再付与又は削除
・公営の事業所の削除
・産業分類及び事業所規模により記入する労
働者が限定されている項目は提供しない
・その他（匿名データの作成・確認表を作成す
る際に、組み合わせ等により個体識別リスクが
高いレコードが出現した場合は、削除等の匿名
化処理を行う。）

なし

・加工項目の「復元倍率」（原則、事業所抽出率
に労働者抽出率を乗じたもの）を提供
・ただし、事業所規模の大きな事業所について
は、一部再付与して提供

提供しない

匿名化処理基準
（ベース年次：30年）

賃金構造基本統計調査

○年調査（追加）

常用労働者数

抽出労働者数　

変更理由・備考
検証結果

（統計研究研修所
記入欄）○：原則そのまま提供　　▲：匿名化を講じて提供　　×：提供しない　　―：調査なし

○年調査（追加）

賃金構造基本統計調査 - 1/2

別添２
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提供項目等〔個人票〕

都道府県番号 × ○

事業所一連番号 × ○

枚目 × ○

(1) 一連番号 × ○

(2) 労働者の番号又は氏名 × ○

(3) 性別 ○ ○

(4) 雇用形態 ○ ○

(5) 就業形態 ○ ○

(6) 最終学歴 ○ ○

(7) 年齢 ▲ ・グルーピング

・５歳階級
（ただし、24歳以下は、15～
17歳、18～19歳、20～21
歳、22～24歳の区分で提
供）

○

・トップコーディン
グ

・しきい値に基づきトップ
コーディングの値を設定

・75歳以上でトップコーディング

(8) 勤続年数 ▲
・トップコーディン
グ

一般労働者及び短時間労
働者別に、しきい値に基づ
きトップコーディングの値を
設定

○

(9) 労働者の種類 × ○

(10) 役職番号 ▲ ・情報の削除
・短時間労働者について
は、提供しない

○

(11) 職種番号 ▲ ・グルーピング ・７区分で提供 ○

(12) 経験年数 ○ ○

(13) 実労働日数 ▲
・ボトムコーディン
グ

・一般労働者、短時間労働
及び臨時労働者別に、しき
い値に基づきボトムコー
ディングの値を設定

○

・トップコーディン
グ

・一般労働者、短時間労働
及び臨時労働者別に、しき
い値に基づきトップコーディ
ングの値を設定

(14) 所定内実労働時間数 ▲
・ボトムコーディン
グ

・一般労働者、短時間労働
及び臨時労働者別に、しき
い値に基づきボトムコー
ディングの値を設定

○

・トップーコディン
グ

・一般労働者、短時間労働
及び臨時労働者別に、しき
い値に基づきトップコーディ
ングの値を設定

(15) 超過実労働時間数 ▲
・トップコーディン
グ

・一般労働者、短時間労働
及び臨時労働者別に、しき
い値に基づきトップコーディ
ングの値を設定

○

(16) きまって支給する現金給与額 ▲
・トップコーディン
グ

・一般労働者、短時間労働
及び臨時労働者別に、しき
い値に基づきトップコーディ
ングの値を設定

単位を万円単位とする。
・トップコーディングは、万円未満を
切り捨て
・ボトムコーディングは、万円未満
を切り上げ

○

(17) 超過労働給与額（(16)のうち） ▲
・トップコーディン
グ

・一般労働者、短時間労働
及び臨時労働者別に、しき
い値に基づきトップコーディ
ングの値を設定

同上 ○

(18) 通勤手当 （(16)のうち） × ○

(19) 精皆勤手当 （(16)のうち） × ○

(20) 家族手当 （(16)のうち） × ○

(21) ▲
・トップコーディン
グ

・一般労働者及び短時間労
働別に、しきい値に基づき
トップコーディングの値を設
定

同上 ○

（22） ▲ ・グルーピング
・在留資格の有無（外国人
か否か）

令和元年調査からの新規項目 ○

○年調査（追加）
変更理由・備考

昨年１年間の賞与、期末手当等特別給与額

匿名化処理基準
（ベース年次：30年）

在留資格番号（令和元年調査）

検証結果
（統計研究研修所

記入欄）○：原則そのまま提供　　▲：匿名化を講じて提供　　×：提供しない　　―：調査なし

賃金構造基本統計調査 - 2/2
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令和元年賃金構造基本統計調査　結果の概況：調査の概要

　賃金構造基本統計調査においては、長年にわたり、統計法に基づき総務大臣が承認した調査計画と異なる取扱いとして、調査の範囲から「バー，キャバレー，

ナイトクラブ」を除外することや、調査計画に定めた調査員調査ではなくほとんどを郵送調査とすることなどを行っていました。利用者の皆様、調査にご協力をいた

だいている皆様をはじめとする国民の皆様にご迷惑をおかけしたことを深くお詫び申し上げます。

※ 本件については、厚生労働省より、平成31年１月28日付で公表（※１）するとともに、総務省行政評価局より、同年３月８日付けで緊急報告（※２）が公表され

ています。

（※１） https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_03423.html

（※２） http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/107317_180521_00003.html

　令和元年賃金構造基本統計調査においては、平成31年３月13日付けで総務省に対し、郵送調査の実施等を正式に位置付ける調査計画の変更申請を行い、令

和元年５月16日付けで総務大臣の承認を得て以下のとおり調査を実施しました。

　この調査は、統計法に基づく基幹統計「賃金構造基本統計」の作成を目的とする統計調査であり、主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を労

働者の雇用形態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明らかにするものである。 

　事業所の属性、労働者の性、雇用形態、就業形態、学歴、年齢、勤続年数、労働者の種類、役職、職種、経験年数、実労働日数、所定内実労働時間数、超過実

労働時間数、きまって支給する現金給与額、超過労働給与額、平成30年１年間の賞与、期末手当等特別給与額、在留資格

　令和元年６月分の賃金等(賞与、期末手当等特別給与額については平成30年１年間)について、令和元年７月に調査を行った。

　令和元年調査は、複数の調査事業所を有し、これらの事業所の報告を一括して行うことを厚生労働大臣が指定する企業（以下「一括調査企業」という）又は一括

調査企業に属する調査事業所以外の調査事業所（以下「一括調査企業以外の事業所」という）が、厚生労働省から直接郵送により配布された調査票に記入する

ことにより実施した。調査票の配布及び回収は以下のとおり行った。

※ 平成30年調査以前は、統計法に基づき総務大臣が承認した調査計画では、調査員調査により実施するとしていたが、実際はほとんどが都道府県労働局又は

労働基準監督署からの郵送調査により実施していた（ただし、一部の客体事業所については、同職員又は統計調査員が客体事業所を直接訪問し、調査票の配

布・回収を行った。）。このため、令和元年調査では、郵送調査の実施を正式に位置付ける調査計画の変更を行った上で、上記の調査の方法により調査を実施し

た。

(1) 一括調査企業

厚生労働省が郵送により調査票を配布及び回収した。ただし、一部の企業については、調査票の様式により記録した光ディスクにより回収した。

(2) 一括調査企業以外の事業所

厚生労働省が郵送により調査票を配布し、都道府県労働局又は労働基準監督署が郵送により回収した。ただし、一部の事業所については、都道府県労働局

若しくは労働基準監督署の職員又は統計調査員が訪問し、回収した。

調査の概要

1　調査の目的

2　調査の範囲

　地域

　日本全国（ただし、一部島しょ部を除く。）

(1)

　産業

　日本標準産業分類（平成25年10月改定）に基づく16大産業［鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸

業，郵便業、卸売業，小売業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，

娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）、教育，学習支援業、医療，福祉、複合サービス事業及びサービス業（他に分類されな

いもの）（外国公務を除く。）］

※ 統計法に基づき総務大臣が承認した調査計画では、大分類「宿泊業，飲食サービス業」のうち小分類「バー，キャバレー，ナイトクラブ」を調査の範囲か

ら除くことはしていないが、平成30年調査以前は調査の範囲から除外していた。令和元年調査においては、調査計画どおり、「バー，キャバレー，ナイトクラ

ブ」を調査の範囲に加えている。

(2)

　事業所

　事業所母集団データベース（平成29年次フレーム）の事業所を母集団として、上記(2)に掲げる産業に属し、５人以上の常用労働者を雇用する民営事業所

（５～９人の事業所については企業規模が５～９人の事業所に限る。）及び10人以上の常用労働者を雇用する公営事業所から、都道府県、産業及び事業所

規模別に一定の方法で抽出した78,482事業所を客体とした。

(3)

3　調査事項

4　調査の時期

5　調査の方法

別添３
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　都道府県、産業、事業所規模ごとに復元倍率を算出し、復元倍率を用いて集計した労働者数の加重平均により賃金等を算出した。

(1) 一括調査企業

（ア）調査票の配布

厚生労働省－報告者

（イ）調査票の回収

厚生労働省－報告者

(2) 一括調査企業以外の事業所

（ア）調査票の配布

厚生労働省－報告者

（イ）調査票の回収

厚生労働省－都道府県労働局－（労働基準監督署）－（統計調査員・職員）－報告者

　調査対象数：78,482事業所　　有効回答数：53,867事業所　　有効回答率：68.6％（前年72.4％）

　なお、本概況では、上記の有効回答を得た事業所のうち、10人以上の常用労働者を雇用する民営事業所（47,148事業所）について集計した。

6　集計・推計方法

7　調査系統

8　調査対象数、有効回答数及び有効回答率
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